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平成１４年度山梨県一般会計及び特別会計歳入歳出決算について

１ 一般会計決算の概況
（単位：円、％）

区 分 平成１４年度 平成１３年度 増 減 額 増減率

歳 入 総 額 Ａ 516,926,203,875 534,228,986,244 △17,302,782,369 △3.2

歳 出 総 額 Ｂ 504,539,587,078 521,045,007,477 △16,505,420,399 △3.2

歳入歳出差引額 Ａ－Ｂ
（形式収支額） ＝Ｃ 12,386,616,797 13,183,978,767 △797,361,970 △6.0

翌年度繰越財源額 Ｄ 10,965,483,898 10,547,555,599 417,928,299 4.0

実質収支額 Ｃ－Ｄ＝Ｅ 1,421,132,899 2,636,423,168 △1,215,290,269 △46.1

前年度実質収支額 Ｆ 2,636,423,168 2,406,672,908

単年度収支額Ｅ－Ｆ＝Ｇ △1,215,290,269 229,750,260 △1,445,040,529 △629.0

財政調整基金積立額 Ｈ 8,279,594 13,379,400 △5,099,806 △38.1

地方債繰上償還額 Ｉ 0 0

Ｊ 0 0財政調整基金積立金取崩額

実質単年度収支額
Ｇ＋Ｈ＋Ｉ－Ｊ＝Ｋ △1,207,010,675 243,129,660 △1,450,140,335 △596.4

○ 歳入総額は、５，１６９億２，６２０万３，８７５円

歳出総額は、５，０４５億３，９５８万７，０７８円となった。

○ 歳入は、前年度決算額より１７３億２７８万円余、３．２％の減、歳出は、１６５億

５４２万円余、３．２％の減とそれぞれ前年度を下回ることとなった。

○ 歳入歳出差引額（形式収支額）は、１２３億８，６６１万円余で、平成１５年度への繰越財源額

１０９億６，５４８万円余を差し引いた実質収支額は、１４億２，１１３万円余の黒字となった。

○ 平成１４年度の実質収支額から、前年度実質収支額の２６億３，６４２万円余を差し引いた

単年度収支額は、１２億１，５２９万円余の赤字となった。

○ さらに、単年度収支額に財政調整基金積立額８２７万円余を加えた実質単年度収支額は、

１２億７０１万円余の赤字となった。
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（歳入の状況）

○総 括
予 算 現 額 ５，７４０億３，９９９万１，８７０円

調 定 額 ５，２２１億９，９１７万４，３９４円

収 入 済 額 ５，１６９億２，６２０万３，８７５円

不納欠損額 ３億２，５１１万６，０４３円

収入未済額 ４９億４，７８５万４，４７６円

収入率は、予算現額に対し９０．１％、調定額に対し９９．０％となった。

（前年度収入率 対予算現額８９．４％、対調定額９９．１％）

また、収入済額を前年度と比べると、１７３億２７８万円余、３．２％の減となった。

（前年度増減率 ０．３％増）

不納欠損額は、既に調定された歳入で徴収ができないと認定されたものであるが、このうち
主なものは県税である。

収入未済額は、調定後、出納閉鎖までに収納されなかったもので、このうち県税が８６．４％、

使用料及び手数料（県営住宅使用料等）が８％を占めている。

○主なもの

県 税

収入済額は、８４２億３，５２２万円余で、前年度に比べ、１７３億５，８３４万円余、

１７．１％減となった。

これは、法人事業税 ９３億５，２９４万円、県民税利子割 ５１億１，７１９万円、

法人県民税 １６億８，１７８万円、個人県民税 ５億１，０４１万円、自動車取得税 ２億

１，０６２万円の減等によるものである。

地方消費税清算金

収入済額は、１５８億９１４万円余で、前年度に比べ、２２億１，０４６万円余、

１２．３％の減となった。

地方譲与税

収入済額は、１３億２，９８４万円余で、前年度に比べ、４，７８９万円余、

３．７％の増となった。

これは、地方道路譲与税 ４，４６５万円の増等によるものである。

地方特例交付金

収入済額は、６億８０８万円余で、前年度に比べ、１億７，８８８万円余、

４１．７％の増となった。
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地方交付税

収入済額は、１，５７０億７，６４１万円で、前年度に比べ、７億６，３０７万円余、

０．５％の増となった。

これは、普通交付税 １０億１，３２２万円の増等によるものである。

分担金及び負担金

収入済額は、７７億５，４８９万円余で、前年度に比べ、９億４，８４９万円余、１０．９％の減

となった。

これは、都市計画費負担金 ５億８，５９６万円、農地費負担金 ４億４，４４２万円の

減等によるものである。

使用料及び手数料

収入済額は、９１億６，７３１万円余で、前年度に比べ、６，０５９万円余、０．７％の

減となった。

これは、あけぼの医療福祉センター使用料 ３，６０３万円、美術館使用料
１，８７４万円の増、高等学校費使用料 ６，６０２万円、証紙収入 ３，３０８万円の

減等によるものである。

国庫支出金

収入済額は、９８８億１，０４７万円余で、前年度に比べ、１５６億５，０３５万円余、

１３．７％の減となった。

これは、農林水産業費国庫補助金 ６０億５，３９２万円、労働費国庫補助金 ２８億５、７６１
万円、土木費国庫補助金 ２１億８，４９０万円の減等によるものである。

財産収入

収入済額は、４億９，８０５万円余で、前年度に比べ、３，７９１万円余、７．１％の減

となった。

これは、不動産売払収入 １，３４５万円の増、出えん金返還収入 ４，８０７万円の減

等によるものである。
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繰 入 金

収入済額は、２５億７，５１２万円余で、前年度に比べ、８億５３６万円余、

４５．５％の増となった。

これは、緊急地域雇用創出特別基金繰入金 １４億５，０８５万円の増、情報通信技術講

習推進基金繰入金 ４億６，９３０万円、緊急地域雇用特別基金繰入金 ３億１，８９９万

円の皆減等によるものである。

諸 収 入

収入済額は、２１０億１，２４０万円余で、前年度に比べ、１３億３，４７７万円余、

６．８％の増となった。

これは、貸付金等償還金 １０億９，４９１万円、受託事業収入 ４億６，０６０万円の

増等によるものである。

県 債

収入済額は、１，０４３億４，９２１万円余で、前年度に比べ、１８９億９，０８５万円余、

２２．２％の減となった。

これは、臨時財政対策債 １０６億９，２６０万円、一般補助事業債 ６６億４，７８６

万円の増等によるものである。
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（歳出の状況）

○総 括
予 算 現 額 ５，７４０億３，９９９万１，８７０円

支 出 済 額 ５，０４５億３，９５８万７，０７８円

翌年度繰越額 ５８６億１，１１３万５，１４８円

不 用 額 １０８億８，９２６万９，６４４円

支出済額は、前年度に比べ、１６５億５４２万円余、３．２％の減となっている。

（前年度増減率 １．０％増）

予算現額に対する執行率は、８７．９％であり、前年度の執行率８７．２％に比べ、０．７

ポイントの増となっている。

○主なもの

総 務 費

支出済額は、２９９億６，２６５万円余で、前年度に比べ、１１億２，１４９万円余、

３．６％の減となった。

これは、本庁本館改修費 ６億１１万円の増、一般財産管理費 ６億３，２０８万円減、

参議院選挙費 ５億３，２６４万円、ＩＴ講習推進補助 ３億７５７万円の皆減等によるもの

である。

民 生 費

支出済額は、３９１億８，８４６万円余で、前年度に比べ、２７億３，６８３万円余、

７．５％の増となった。

これは、老人福祉施設整備費 １６億４，００４万円、知的障害者援護費 ６億９，８０４万円、

介護保険事業費 ５億８，５３７万円の増等によるものである。

衛 生 費

支出済額は、１３０億１，１８８万円余で、前年度に比べ、２億５６１万円余、１．６％

の減となった。

これは、一般廃棄物処理施設整備指導費 １億５，７１０万円、精神障害者社会復帰対策費

１億１，４１３万円の増、病院事業会計繰出金 ６億３，６５８万円の減等によるもの

である。

労 働 費

支出済額は、３５億８，７４９万円余で、前年度に比べ、２４億４，５１２万円余、

４０．５％の減となった。

これは、緊急地域雇用創出特別基金補助金 ７億１，４３１万円の増、緊急地域雇用創出
特別基金積立金 ２８億４，９４２万円の減等によるものである。
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農林水産業費

支出済額は、６０７億７，３２９万円余で、前年度に比べ、４７億１，０２２万円余、

７．２％の減となった。

これは、土地改良費 １７億３３０万円、復旧治山費 ３億７，０７５万円、水源地域緊

急整備事業費 ５億７，８４２万円、農業経営構造対策費 ４億５，８６１万円、畜産振興費

３億４，４２３万円の減等によるものである。

商 工 費

支出済額は、１０２億８，８４５万円余で、前年度に比べ、２億２，１０２万円余、

２．１％の減となった。

これは、国庫補助施設整備費 ９，０７４万円、休廃止鉱山対策事業費 ５，５４５万円

の減等によるものである。

土 木 費

支出済額は、１，２５７億３，０５３万円余で、前年度に比べ、４億２９７万円余、
０．３％の減となった。

これは、河川費 １９億６８万円の増、道路橋りょう費 １０億５，７２５万円、下水道

費 ９億２，４６２万円、公園費 ５億９，７８２万円の減等によるものである。

警 察 費

支出済額は、２３１億２，５７６万円余で、前年度に比べ、３億６，２５８万円余、

１．６％の増となった。

これは、交通管制センター整備費 １億３，１４３万円、交通安全指導費 １億３２６万円、

交通安全施設維持管理費 ６，４９７万円の増等によるものである。

教 育 費

支出済額は、９８９億８，９３１万円余で、前年度に比べ、３９億７，８２６万円余、

３．９％の減となった。

これは、県立博物館建設費 ２億９，１８０万円、美術館展示施設建設費 １億３，５０４万円
の増、高校施設整備費 ３２億６，５５２万円、県立学校イントラネット ８億５，２２１万円

の減等によるものである。
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災害復旧費

支出済額は、２７億８，０９７万円余で、前年度に比べ、９億５，３１３万円余、

２５．５％の減となった。

これは、土木施設災害復旧費 ９億９９５万円の減等によるものである。

公 債 費

支出済額は、７５０億８，８９６万円余で、前年度に比べ、２３億５，４６７万円余、

３．２％の増となった。

これは、一般公共事業債 ２０億１，６０５万円、一般単独事業債 ６億５，１６６万円の増、

国の予算貸付 ４億２，７００万円の減等によるものである。

諸支出金

支出済額は、２１０億８７０万円余で、前年度に比べ、７８億６，４９７万円余、

２７．２％の減となった。

これは、利子割交付金 ３１億８，５５９万円、県債管理基金積立金 ３０億６３９万円、
地方消費税交付金 １１億６２７万円の減等によるものである。
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２ 特別会計決算の概況
（単位：円、％）

区 分 平成１４年度 平成１３年度 増 減 額 増減率

歳 入 総 額 Ａ 175,261,924,107 174,595,320,620 666,603,487 0.4

歳 出 総 額 Ｂ 159,596,835,195 159,827,463,286 △230,628,091 △0.1

歳入歳出差引額 Ａ－Ｂ
（形式収支額） ＝Ｃ 15,665,088,912 14,767,857,334 897,231,578 6.1

翌年度繰越財源額 Ｄ 886,714,546 1,086,507,540 △199,792,994 △18.4

実質収支額 Ｃ－Ｄ＝Ｅ 14,778,374,366 13,681,349,794 1,097,024,572 8.0

○ 特別会計は、恩賜県有財産特別会計など１２会計である。

○ 歳入総額は、１，７５２億６，１９２万４，１０７円

歳出総額は、１，５９５億９，６８３万５，１９５円となった。

○ 歳入は、前年度決算額より６億６，６６０万円余、０．４％の増、歳出は、２億３，０６２万円余、

０．１％の減となった。

○ 歳入歳出差引額（形式収支額）は、１５６億６，５０８万円余で、平成１５年度への繰越財源

額８億８，６７１万円余を差し引いた実質収支額は、１４７億７，８３７万円余となり、１０会

計が黒字、２会計が収支同額となった。
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○ 歳入のうち主なもの

・ 恩賜県有財産特別会計は、１３３億５，５７６万円余で、前年度に比べ、１７億８，４３３

万円余、１５．４％の増となった。

これは、県債 ２１億６００万円の増、繰入金 １億４，７６０万円の皆増、繰越金

２億２，８９０万円、県補助金 ２億２，２１２万円の減等によるものである。

・ 中小企業近代化資金特別会計は、８１億７，９２５万円余で、前年度に比べ、８億８，５２７万円余、

１２．１％の増となった。

これは、貸付金償還金 ７億２，４３７万円、繰越金 ５億３，８０１万円の増、県債

３億７，９７２万円の減等によるものである。

・ 商工業振興資金特別会計は、６７億５，３９４万円余で、前年度に比べ、２億４，８９６万円余、

３．６％の減となった。

これは、繰越金 ２億５７０万円の増、貸付金償還金 ４億５，４６７万円の減によるも
のである。

・ 流域下水道事業特別会計は、１５７億９，３３２万円余で、前年度に比べ、１２億３，５６３万円余、

８．５％の増となった。

これは、県補助金 １０億７，７６２万円、繰入金 ２億９，４０７万円の増等によるも

のである。
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○ 歳出のうち主なもの

・ 恩賜県有財産特別会計は、１０９億９，６５７万円余で、前年度に比べ、２０億２，９９３万円余、

２２．６％の増となった。

これは、公債費 ２５億８，７７０万円の増、事業費 ５億７，７６４万円の減等による

ものである。

・ 中小企業近代化資金特別会計は、３３億９，４０７万円余で、前年度に比べ、８億７，４７６万円余、

２０．５％の減となった。

これは、高度化資金貸付金 ７億６，４９８万円の減等によるものである。

・ 商工業振興資金特別会計は、２６億１，１１３万円余で、前年度に比べ、４億６，６５７万円余、

２１．８％の増となった。

これは、商工業振興資金貸付金 ４億６，６５７万円の増によるものである。

・ 流域下水道事業特別会計は、１４３億８，７７５万円余で、前年度に比べ、１４億６，９５４万円余、

１１．４％の増となった。

これは、流域下水道事業費 １５億８，５５６万円の増、流域下水道管理費 ３億２，３９３万円

の減等によるものである。


